
1/5 

芦屋市補助金等の交付要綱 

芦屋市補助金等の交付要綱（昭和４６年芦屋市要綱）の全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この要綱は、法令、条例、規則その他の要綱（以下「法令等」という。）に

特別の定めがあるもののほか、市が交付する補助金等の交付の申請、決定等に関す

る事項その他補助金等に係る予算の執行に関する基本的事項を規定することによ

り、補助金等の交付の適正化を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 補助金等 市がその公益上必要がある場合において、市以外のものに対して交

付する補助金及び交付金で相当の反対給付を受けないもの（市長が指定するもの

を除く。）をいう。 

(2) 補助事業 補助金等の交付の対象となる事務又は事業をいう。 

(3) 補助事業者 補助金等の交付を受けて補助事業を行う者（団体を含む。）をい

う。 

（補助金等の交付基準） 

第３条 補助金等は、補助事業者に対しその補助事業の実施に必要な経費について、

予算の範囲内で交付する。 

２ 補助金等のうち、市単独による補助金等の交付基準は、別表のとおりとする。 

（関係者の責務） 

第４条 補助事業者は、補助金等が市税その他の貴重な財源で賄われているものであ

ることに留意し、法令等の定め及び補助金等の交付の目的に従って誠実に補助事業

を行わなければならない。 

２ 課等の長は、その所掌する補助金等に係る予算の執行にあたっては、公正かつ効

率的に使用されるよう努めなければならない。 

（補助金等の交付申請） 

第５条 補助金等の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、補

助金等交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、補助事業に着手する

前に市長に提出しなければならない。 
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(1) 事業計画書（様式第２号） 

(2) 補助事業に係る事業収支予算書（様式第３号） 

(3) 団体等概要調書（様式第４号） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定にかかわらず、申請者が総会等を経て補助金等の交付申請をする必要

がある場合には、総会等終了後３０日以内に提出することとする。 

（補助金等の交付決定） 

第６条 市長は、補助金等の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類の審査

及び必要に応じて行う実態調査等により、その内容を審査し、当該申請に係る補助

金等を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金等の交付の決定をするもの

とする。 

２ 市長は、前項の場合において、適正な交付を行うため必要があるときは、補助金

等の交付の申請に係る事項につき修正を加え、又は条件を付して補助金等の交付の

決定をすることができる。 

３ 市長は、第１項に定める書類等の審査及び現地調査の結果等により、補助金等の

交付が不適当と認めるときは、速やかに交付しない旨の決定（以下「不交付の決

定」とする。）をするものとする。 

（補助金等決定の通知） 

第７条 市長は、補助金等の交付の決定をしたときは、その決定の内容及びこれに条

件を付した場合にはその条件を申請者に補助金等交付決定通知書（様式第５号）に

より通知するものとする。 

２ 市長は、補助金等の交付をしないと決定したときは、理由を付記した書面により

申請者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第８条 申請者は、前条第１項の通知に係る交付決定の内容又はこれに付された条件

に不服があるときは、当該通知を受けた日の翌日から１５日以内に補助金等交付申

請取下書（様式第６号）により申請の取下げをすることができる。 

２ 前項の申請の取下げがあったときは、当該申請に係る交付決定はなかったものと

みなす。 

（計画等の変更等） 

第９条 補助事業者は、補助事業の計画等の変更をする場合は、次に掲げる書類を添

えて、市長に提出しなければならない。ただし、市長が当該変更を軽微な変更と認

めるときは、この限りでない。 
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(1) 変更交付申請書（様式第７号） 

(2) 変更事業計画書（様式第８号） 

(3) 補助事業に係る変更事業収支予算書（様式第９号） 

２ 市長は、前項の規定による承認をしたときは、補助金等交付決定変更通知書（様

式第１０号）により通知するものとする。 

（補助金等の概算払い） 

第１０条 市長は、補助事業者が補助金等の交付の目的を達成するため特に必要があ

ると認めるときは、補助事業の完了前に補助金等の全部又は一部を概算払いするこ

とができる。 

２ 補助金等の概算払いを受けようとする補助事業者は、補助金等概算交付払請求書

（様式第１１号）に概算払いを必要とする理由書を添えて、請求しなければならな

い。 

（補助事業の遂行） 

第１１条 補助事業者は、法令等の定め並びに補助金等の交付決定の内容及びこれに

附した条件に従い、善良な管理者の注意をもって補助事業を行なわなければならな

い。 

（状況報告等） 

第１２条 市長は、補助事業を適正に執行させるため、必要に応じ補助事業者に補助

事業の執行状況の報告を求め、又は必要な指示をすることができる。 

（実績報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、当該補助事業完了後３０日以

内又は交付決定に係る市の会計年度が終了したときから１０日以内のいずれか早い

日までに次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 

(1) 実績報告書（様式第１２号） 

(2) 事業実績書（様式第１３号） 

(3) 事業収支決算書（様式第１４号） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

（補助金等の額の確定等） 

第１４条 市長は、補助事業の完了に係る補助事業の成果の報告を受けた場合におい

ては、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う実態調査等により、その報告に

係る補助事業の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合す

るものであるかどうかを審査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金等の

額を確定し、補助金等確定通知書（様式第１５号）により通知するものとする。 
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（補助金等の交付） 

第１５条 補助事業者は、補助金等の額の確定の通知を受けたときは、補助金等交付

請求書（様式第１６号）により請求し、交付を受けるものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１６条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助対象事

業に係る補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき。 

(2) 補助金等を他の用途に使用したとき。 

(3) 補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき、又は市長

の指示に従わなかったとき。 

(4) 法令等に違反したとき。 

(5) 不適当な方法で補助対象事業が実施されているとき。 

(6) その他市長が補助金等を交付することが適当でないと認めたとき。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金等の額の確定があった後にお

いても適用があるものとする。 

（補助金等の返還） 

第１７条 市長は、前条の規定により補助金等の交付の決定を取り消した場合におい

て、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金等が交付されているとき

は、期限を定めて、補助金返還命令書（様式第１７号）により、その返還を命じる

ものとする。 

２ 市長は、補助事業者に交付すべき補助金等の額が確定した場合において、既にそ

の額を超える補助金等が交付されているときは、期限を定めて、補助金返還命令書

により、その返還を命じるものとする。 

（加算金及び延滞金） 

第１８条 補助事業者は、前条の規定により、補助金等の返還を命じられたときは、

その命令に係る補助金等の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金等

の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除し

た額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算した加算金を市に納付しなけれ

ばならない。 

２ 補助事業者は、補助金等の返納又は返還を命じられ、これを納期日までに納付し

なかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につ

き年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を市に納付しなければならな

い。 
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３ 市長は、前２項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、補助

事業者の申請に基づき、加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができ

る。 

（理由の提示） 

第１９条 市長は、補助金等の交付の決定の取消し、補助事業の遂行若しくは一時停

止の指示又は補助事業の是正のための措置の指示をするときは、当該補助事業者等

に対してその理由を示さなければならない。 

（関係書類の整備等） 

第２０条 補助事業者は、補助対象事業の施行状況及び経費の収支に関する帳簿その

他関係書類（市長が別に指示する書類を含む。）を整備し、当該補助対象事業の完

了した日の属する会計年度の翌年度の初日から起算して５年間これを保管しなけれ

ばならない。 

（補助金等の流用の禁止） 

第２１条 補助事業者は、交付を受けた補助金等を他の用途に流用してはならない。 

（補則） 

第２２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

別表（第３条関係） 

補助金等交付基準 

交付基準 内容 

交付の適否 

補助金等の交付が客観的に見て公益上必要であること。 

補助金等の交付に対して費用対効果が認められること。 

補助対象事業の目的、内容等が社会・経済情勢に合致しているこ

と。 

行政と市民の役割分担の中で、真に補助すべき事業又は活動である

こと。 

補助金等の交付が規則又は交付要綱等に基づいており、法令等に抵

触しないこと。 

補助対象者 団体の存立及び運営を定めた規約等が定められ、役員構成が明らか
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であること。 

特定の政治、宗教、思想及び営利に偏っていないこと。 

予算決算管理、事業計画及び事業報告が適切に行われていること。

会費を徴収するなど自主的な財源を確保していること。 

個人の場合、市税等の滞納がないこと。 

補助対象外経費

団体運営のための人件費 

交際費、慶弔費及び食糧費（飲食費及び懇親会費） 

団体構成員への日当・謝金及び委託料 

慰労的な研修経費 

事業規模に対して社会通念上過大な商品・記念品代等 

他団体への迂回助成となっている経費 

備考 
交付額は、補助対象経費を適切に確認し、予算の範囲内で算定する

ものとする。 
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様式第１号(第５条関係) 

年  月  日 

（    年度分） 

芦屋市長 

住所又は所在地 

補助事業者 名 称 

代表者の氏名 

芦屋市補助金等交付申請書 

     年度において、下記のとおり実施したいので、芦屋市補助金等交付要綱第５条

の規定により、下記関係書類を添えて補助金等の交付の申請をします。 

記 

 １ 団体名及び事業名 

別紙事業計画書のとおり 

 ２ 事業の目的及び内容等 

別紙事業計画書のとおり 

 ３ 補助金交付申請額             円 

 ４ 添付書類 

 （１）事業計画書（様式第２号） 

 （２）事業収支予算書（様式第３号） 

 （３）団体等概要調書（様式第４号） 
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様式第２号（第５条関係） 

事業計画書
（※太線内は記入しないでください）

年度  整理番号  提出年月日   年  月  日 

団 体 名 

代表者  連絡責任者 
（※代表者と異なる場合は、記載してください。）

連 絡 先 

（※電話番号、メールアドレスを記載してください。）

電 話： 

メール： 

事業計画の概要

事業名 

期間 

目的 

（※継続事業の場合は、前年度までの背景を記載。） 

内容 

（※誰が、誰を対象に、いつ、どこで、どんな内容の事業を、どの様な方法で行うのかなど、具体的に記載。）

目標 

（※目標とする事業実施後の状況・指標・数値を記載。）

予算額 支出額合計 
財源内訳 

本補助金 団体負担金 他の補助金及び寄附金

事 業 費 

（円） 

事 務 費 

（円）

合  計 

（円） 
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様式第３号（第５条関係） 

事 業 収 支 予 算 書（   年度） 

１．収入 

単位：円 

科 目 本年度予算額 内容 

本補助金 

団体・事業所負担金 

他の補助金及び負担金 

計 

２．支出 

単位：円 

科 目 

本年度予算額 

内容 
財源内訳 

本補助金 団体負担金

他の補助金及

び寄附金

事

業

費

小計      

事

務

費

小計      

計
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様式第４号（第５条関係） 

団 体 等 概 要 調 書 

団 体 名

ふ り が な

沿  革 

（活動開始）

   年   月 

（NPO 法人設立    年   月） 

会員数又は従業員数 

※NPO、ボランティア団体の場合は、会員数を記載

人

（会員     名） 

（うち会費を徴収している会員     名） 

（常勤     名、非常勤      名） 

主に活動・事業する地域 

主な活動・事業内容 

※公益活動を実施している場合は含めて記載 

その他 
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様式第５号(第７条関係) 

第   号 

年  月  日 

芦屋市補助金等交付決定通知書 

           様 

芦屋市長 

     年  月  日付けで交付申請のあった補助金については、芦屋市補助金等交

付要綱第７条の規定に基づき、次のとおり交付することに決定しましたので通知します。 

記 

１ 補助金等交付額          円 

２ 補助対象事業及び内容 

３ 補助事業の対象期間 

４ 事業年度終了後は、速やかに次の報告書を提出しなければならない。 

 (1) 実績報告書（様式第 11 号） 

 (2) 事業実績書（様式第 12 号） 

 (3) 事業収支決算書（様式第 13 号） 

５ 補助条件は、次のとおりとする。 

 (1) 補助金は、その目的以外に使用しないこと。 

 (2) 補助事業に要する経費の配分若しくは補助事業の内容について変更をし、又は補

助事業を中止し、若しくは廃止しようとする場合においては、あらかじめ市長の承

認を受けること。 

 (3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合は又は補助事業の遂行が困難となっ

た場合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

 (4) 事業完了後、30 日以内に実績報告書を提出すること。 

(5) 芦屋市補助金等の交付要綱第 15 条のいずれかに該当するときは、この決定の全

部又は一部を取り消すことがある。 
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様式第６号(第８条関係) 

年  月  日 

芦屋市長 

住所又は所在地 

補助事業者 名 称 

代表者の氏名 

芦屋市補助金等交付申請取下書 

       年  月  日付け  第  号で交付決定通知のあった申請内容を次の

とおり取下げたいので、芦屋市補助金等交付要綱第８条の規定により、関係書類を添えて

申請します。 

記 

１ 当初決定金額 

             円 

２ 取下げの理由 
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様式第７号(第９条関係) 

年  月  日 

芦屋市長 

住所又は所在地 

補助事業者 名 称 

代表者の氏名 

芦屋市補助金等変更交付申請書 

       年  月  日付け  第  号で交付決定通知のあった申請内容を次の

とおり変更したいので、芦屋市補助金等交付要綱第８条の規定により、関係書類を添えて

申請します。 

記 

１ 当初決定金額 

             円 

２ 変更申請金額 

             円 

３ 変更の内容及び理由 

４ 添付書類（次のうち、変更内容に関係する書類） 

 (1) 変更事業計画書（様式第７号） 

 (2) 変更事業収支予算書（様式第８号） 
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様式第８号（第９条関係） 

変更事業計画書
（※太線内は記入しないでください）

年度  整理番号  提出年月日   年  月  日 

団 体 名 

代表者  連絡責任者 
（※代表者と異なる場合は、記載してください。）

連 絡 先 

（※電話番号、メールアドレスを記載してください。）

電 話： 

メール： 

変更事業計画の概要 

事業名 

期間 

目的 

（※目的の変更がない場合は記載不要。）

内容 

（※事業計画提出時からどのような内容を変更したか、わかるよう具体的に記載してください。）

目標 

（※事業計画提出時から目標についても変更する場合は、記載してください。

予算額 支出額合計 
財源内訳 

本補助金 団体負担金 他の補助金及び寄附金

事 業 費 

（円） 

事 務 費 

（円）

合  計 

（円） 
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様式第９号（第９条関係） 

変 更 事 業 収 支 予 算 書（   年度） 

１．収入 

単位：円 

科 目 変更後予算額 内容 

本補助金 

団体・事業所負担金 

他の補助金及び負担金 

計 

２．支出 

単位：円 

科 目 

変更後予算額 

内容 
財源内訳 

本補助金 団体負担金

他の補助金及

び寄附金

事

業

費

小計      

事

務

費

小計      

計
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様式第１０号(第９条関係) 

第   号 

年  月  日 

芦屋市補助金等変更交付決定通知書 

           様 

芦屋市長 

     年  月  日付けで変更交付申請のあった補助金については、芦屋市補助金

等交付要綱第８条の規定に基づき、次のとおり変更をすることに決定しましたので、通知

します。 

記 

１ 補助金等交付額及び変更後交付決定額 

 【変更後】 

               円 

 【変更前】 

               円 

２ 変更の内容及び理由 

３ 事業年度終了後は、速やかに次の報告書を提出しなければならない。 

 (1) 実績報告書（様式第 12 号） 

 (2) 事業実績書（様式第 13 号） 

 (3) 事業収支決算書（様式第 14 号） 

４ 補助条件は、次のとおりとする。 

(1) 補助金は、その目的以外に使用しないこと。

(2) 補助事業に要する経費の配分若しくは補助事業の内容について変更をしようとする場合

においては、あらかじめ市長の承認を受けること。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合は又は補助事業の遂行が困難となった場合に

おいては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

(4) 事業完了後、30 日以内に実績報告書を提出すること。 

(5) 芦屋市補助金等の交付要綱第 15 条のいずれかに該当するときは、この決定の全部又は

一部を取り消すことがある。 
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様式第１１号（第１０条関係） 

年  月  日  

芦屋市長 

住所又は所在地 

補助事業者 名 称 

代表者の氏名 

芦屋市補助金等概算払交付請求書 

    年 月 日付け 第  号で交付決定通知のあったこの補助金について、

下記により      円を概算払によって交付されたく請求します。 

記 

１ 請 求 金 額

 年  月  日現在 

交付決定額 今回請求額 概算払いを必要とする理由

円 円

２ 振 込 口 座  

金融機関名 
銀行                       

金庫・組合       支店 

預金種別 普通（総合） ・ 当座 ・ 預金  
（※ 該当するものを〇印で囲んでください。）

口座番号  

フリガナ  

口座名義人  

以 上 
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様式第１２号（第１３条関係） 

年  月  日 

 芦屋市長 

住所又は所在地

補助事業者 名     称

代表者の氏名

実績報告書

     年度において、下記のとおり実施したので、芦屋市補助金等交付要綱第１

３条の規定により、その実績を報告します。

記

 １ 交付決定額                   円

 ２ 事業内容   別紙事業実績書のとおり

 ３ 添付書類   （１）事業実績書（様式第 13 号） 

          （２）事業収支決算書（様式第 14 号） 

（３）事業実施状況がわかる資料・チラシ・記録写真等 
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様式第１３号（第１３条関係） 

事業実績書
（※太線内は記入しないでください）

年度  整理番号  提出年月日   年  月  日 

団 体 名 

代表者  連絡責任者 
（※代表者と異なる場合は、記載してください。）

連 絡 先 

（※電話番号、メールアドレスを記載してください。）

電 話： 

メール： 

事業の実施概要

事業名 

期間 

内容 

（※誰が、誰を対象に、いつ、どこで、どんな内容の事業を、どの様な方法で行ったか、状況・指標・数値の
結果について具体的に記載。）

決算額 支出額合計 
財源内訳 

本補助金 団体負担金 他の補助金及び寄附金

事 業 費 

（円） 

事 務 費 

（円）

合  計 

（円） 
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様式第１４号（第１３条関係） 

事 業 収 支 決 算 書

１．収入                                      単位：円

科目 
予算額 

（A） 

決算額 

（B） 

差引額 

（A）-（B） 
内容 

本補助金     

団体・事業所負担金     

他の補助金及び寄附金     

合 計     

２．支出                                                                 単位：円

科目 

予算額 決算額 
差引額 

（A）-（B） 
内容  財源内訳  財源内訳 

（A） 本補助金 団体負担金
他の補助金及び 

寄附金 （B） 本補助金 団体負担金
他の補助金及び 

寄附金

事

業

費 
小計           

事

務

費 
小計           

合 計 

※ 予算額は、申請（変更申請）時に提出した事業計画の金額を記載してください。
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様式第１５号(第１４条関係) 

第   号 

年  月  日 

芦屋市補助金等確定通知書 

           様 

芦屋市長 

     年 月 日付け  第  号で交付決定した補助金について、次のとおり確定

しましたので通知します。 

記 

１ 補助金等確定額 

                     円（A） 

２ 精算額 

交付決定額 

年  月  日 

                円 

交付確定額（A） 

年  月  日 

                円 

交付済額（B） 

年  月  日 

                円 

精算額（A-B）                 円 

３ 補助対象事業及び内容 

４ 事業年度終了後は、速やかに次の報告書を提出しなければならない。 

 (1) 実績報告書（様式第 12 号） 

 (2) 事業実績書（様式第 13 号） 

 (3) 事業収支決算書（様式第 14 号） 

５ その他 

(1) 本通知受領後、芦屋市補助金等の交付要綱第 14 条に基づき、補助金等の請求をすること。

(2) 芦屋市補助金等の交付要綱第 15 条のいずれかに該当するときは、この決定の全部又は一

部を取り消すことがある。 
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様式第１６号（第１５条関係） 

年  月  日   

芦屋市長 

住所又は所在地 

補助事業者 名     称 

代表者の氏名 

芦屋市補助金等交付請求書

    年 月 日付け 第  号で交付決定通知のあったこの補助金について、

下記により       円を交付されたく請求します。 

記 

１ 請 求 金 額

   年  月  日現在 

交付確定額 既受領金額 今回請求額 備 考 

円 円 円

２ 振 込 口 座 

金融機関名 
銀行                       

金庫・組合       支店 

預金種別 普通（総合） ・ 当座 ・ 預金  
（※ 該当するものを〇印で囲んでください。）

口座番号  

フリガナ  

口座名義人  

以 上 
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様式第１７号(第１７条関係) 

第   号 

年  月  日 

           様 

芦屋市長 

芦屋市補助金等返還命令書 

     年 月 日付け  第  号で交付決定及び確定した補助金については、芦屋

市補助金等交付要綱第１７条に基づき、下記のとおり返還するよう命じます。 

記 

１ 返還金額                   円 

２ 返還理由 

３ 返還期限         年  月  日 

-23-


